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（単位：千円）

電話番号

メールアドレス

Ａ

Ｂ１ Ｂ２

交付対象経
費

国のR4予算
分（交付限
度額①、
②、③）

国のR4予算
分（交付限
度額④）

Ｂ３'
国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

Ｂ３''
国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

Ｂ４’
国のR4予算
分（交付限
度額⑦、

⑧）

Ｂ４’’
国のR4予算
分（交付限
度額⑨、

⑩）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

合計  456,121  441,850  4,050  -  -  229,099  202,200  6,501  - 14,271 

低
所
得
者
世
帯
給
付
金
に
係
る
部
分

本
体
分

1 R4 単 ○ ○

住民税非課
税世帯等へ
の臨時特別
給付金給付
事業【低所
得者世帯給
付金】

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○

①エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に

伴う低所得世帯
支援

202,830 202,830 630 202,200 

①コロナ禍において物価高が続く中で、特に負担感が大きい低
所得世帯の負担軽減を図るため、対象世帯に対し現金給付を行
う。
②給付金202,830千円（うち低所得世帯支援枠202,200千円、推
奨事業メニュー分630千円）、事務費6,501千円
③（1）R5住民税非課税世帯数6,740世帯×支給額30千円＝
202,200千円、（2）R4住民税非課税世帯数8世帯×支給額30千
円＝240千円、（3）家計急変世帯数13世帯×支給額30千円＝
390千円
④（1）令和5年度住民税均等割非課税世帯
（2）令和4年度住民税均等割非課税世帯
（3）家計急変で収入が令和5年度住民税非課税世帯水準以下に
下がった世帯

－ － ○ － R5.6 R5.12 給付率70％ HP R5補正（地）

所
得
者
世
帯
給
付
金
に
係
る
部

事
務
費

2 R4 単 ○ ○

住民税非課
税世帯等へ
の臨時特別
給付金給付
事業（事務
費）

－ ○ ○

④-Ⅳ．コロナ禍にお
いて物価高騰等に直
面する生活困窮者等

への支援

○ － 6,501 6,501 6,501 -

①コロナ禍において物価高が続く中で、特に負担感が大きい低
所得世帯の負担軽減を図るため、対象世帯に対し現金給付を行
うにあたっての事務経費
②低所得者世帯への給付金に係る事務費
③事務費6,501千円（人件費1,539千円、振込手数料743千円、郵
送費1,364千円、その他2,855千円）
④（1）令和5年度住民税均等割非課税世帯
（2）家計急変で収入が令和5年度住民税非課税世帯水準以下に
下がった世帯

－ － ○ － R5.6 R5.12 給付率70％ HP R5補正（地）

低
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世
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給
付
金

以
外
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部
分
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3

低
所
得
者
世
帯
給
付
金

以
外
に
係
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分

R
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.
9
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)

4

低
所
得
者
世
帯
給
付
金

以
外
に
係
る
部
分

R
4
補
正
・
R
4
予
備

(

R
4
 
.
4
月
通

知

) 5

低
所
得
者
世
帯
給
付
金

以
外
に
係
る
部
分

事
務
費

6

7 R4 単 ○ －
予約型乗合
タクシー等運
営事業

－ ○ ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○

⑨推奨事業メ
ニューよりも更
に効果があると

考える支援

物価高騰による負担が増している中、交
通弱者に対する移動に要する費用負担
を軽減することで、生活環境の維持が図
られるため

1,500 1,500 1,500 

①コロナ禍における原油価格・物価高騰の影響を受け、家計は
圧迫されている状況である。中でも高齢者等については、移動に
要する費用負担が大きいため、外出機会が減り生活に影響が出
ている。このため、運送費用高騰による高齢者等への価格転嫁
を防ぎ、高齢者等の外出機会の減少を防ぐことで、生活環境の
維持を図る。
②地区まちづくり推進委員会が実施する予約型乗合タクシー等
運行事業に対して行う補助金の上乗せ経費
③補助上限額500千円→800千円（300千円の上乗せ）
　定期的に実施する団体　上乗せ額300千円×3団体＝900千円
　単発で実施する団体　上乗せ額30千円×4回×5団体＝600千
円
④地区まちづくり推進委員会

－ － － － R5.9 R6.3

補助金上乗せ部分の執行率70％
を達成することで、物価高騰の影
響を受けている交通弱者の負担軽
減を図る

HP R5補正（地）

8 R4 単 ○ －
敬老福祉乗
車券交付事
業

－ ○ ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○

⑨推奨事業メ
ニューよりも更
に効果があると

考える支援

物価高騰による負担が増している中、交
通弱者に対する移動に要する費用負担
を軽減することで、生活環境の維持が図
られるため

26,129 13,672 13,672 12,457 

①コロナ禍における原油価格・物価高騰の影響を受けている高
齢者等の移動に要する費用負担の軽減を図ることで生活環境の
維持を図る。
②市内公共交通機関で利用できる乗車券1冊3,000円を1,500円
で販売する敬老福祉乗車券交付事業における販売上限冊数10
冊から15冊に拡充する上乗せ経費
③購入見込人数1,661人×5冊×3,000円＝24,915千円、会計年
度任用職員人件費1,214千円
※敬老乗車券販売収入12,457千円充当
④市内に居住する７０歳以上の住民、重度身体障がい者、重度
知的障がい者又は精神障がい者

－ － － － R5.9 R6.3

販売冊数上乗せ部分の執行率
70％を達成することで、物価高騰
の影響を受けている交通弱者の負
担軽減を図る

HP R5補正（地）

国のR4予備費分(通常分)（交付限度額④）

国庫補助事業費

国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑤）

国庫補助事業費

国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑥） 229,099                                                                                                                            

地方単独事業費

202,200                                                                                                                            

202,200                                                                                                                            

国庫補助事業費

-                                                                                                                                     

交付金の区分

重
点
交
付
金

通
常
交
付
金

4,050                                                                                                

国のR4補正予算分（通常分）（交付限度額①、②、③）

45,498                                                                                                 

-                                                                                                      

45,498                                                                                              

国庫補助事業費

今回配分予定額
国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑦、⑧）

地方単独事業費

地方単独事業費

-                                                                                                                                     

担当部局課名

担当者氏名

成果目標（可能な限り定量的
指標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広
報紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

-                                                                                                        

国のR4補正予算分（通常分）
交付限度額①　（令和4年12月補助裏分の本省繰越分）

国のR4補正予算分（通常分）
交付限度額②　（令和5年1月～3月補助裏分）

交付限度額計

16,850                                                                                                 

島根県

浜田市

基金
特定事業者等

支援

-                                                                                                      

-                                                                                                      

-                                                                                                      

156,702                                                                                               

★令和５年度　新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金実施計画

-                                                                                                        
既配分額

国のR4補正予算分（通常分）（交付限度額①、②、③）

既配分額
国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑤）

都道府県名

地方公共団体名

都道府県・市町村コード（５桁）

既配分額
国のR4予備費分(通常分)（交付限度額④）

-                                                                                                        

4,050                                                                                                  nogami-takuya@city.hamada.lg.jp

0855-25-9210

交付対象経費

4,050                                                                                                                               地方単独事業費

地方単独事業費

12,307                                                                                              211,484                                                                                               

32202

野上　拓也

総務部　財政課

-                                                                                                      

国のR4予備費分(重点交付金分)
交付限度額⑥　（令和5年3月29日通知分）

156,702                                                                                             

種類

-                                                                                                      

-                                                                                                      

-                                                                                                      

配分予定額計 430,041                                                                                             

配分予定額計
国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑨、⑩）

12,307                                                                                              

配分予定額計
国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑦、⑧）

202,200                                                                                             

移替先

配分予定額計
国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑤）

配分予定額計
国のR4予備費分(通常分)（交付限度額④）

総務省

Ｂ４

211,484                                                                                             

211,484                                                                                             6,501                                                                                                                               

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑦、⑧）

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑨、⑩） 6,501                                                                                                                               

今回配分予定額
国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑨、⑩）

434,584                                                                                               

既配分額
国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑦、⑧）

地方単独事業費

Ｎｏ

国
の
予
算
年
度

対象外
経費に
臨時交
付金を
充当し
ていな

い

事業
始期

予算区分
交付対象事
業の名称

コロナ禍
において
原油価

格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支

援

Ｂ

検査促進枠
の地方負担
分に充当

事業
終期

補
助
・
単
独

所
管 ⑨を選択した場合、より効果がある

と考える理由
総事業費

Ｃ Ｄ
事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

経済対策との関係

低所得世
帯支援枠
を活用す
る事業

コロナ感染
症への対応
として必要

な事業

Ｂ３

配分予定額計
国のR4補正予算分（通常分）（交付限度額①、②、③）

個人を対象と
した給付金等

4,050                                                                                                

小計　⑤＋⑥

配分予定額計
国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑥）

4,050                                                                                                                               

-                                                                                                                                     

-                                                                                                                                     

-                                                                                                                                     

-                                                                                                                                     

229,099                                                                                                                            

-                                                                                                                                     

国のR4補正予算分（通常分）
交付限度額③　（令和5年4月以降補助裏分）

国のR4予備費分(重点交付金分)
交付限度額⑤　（令和4年9月20日通知分の本省繰越分）

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)
交付限度額⑦　（令和5年5月通知分）

既配分額
国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑥）

211,484                                                                                             

今回配分予定額
国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑥）

-                                                                                                      -                                                                                                                                     

小計　交付限度額①＋②＋③ 4,050                                                                                                  

小計　交付限度額⑨＋⑩

211,484                                                                                             

-                                                                                                      

13,059                                                                                                 
国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)

事務費　交付限度額⑨　　（令和5年5月通知分）

小計　⑤＋⑥

小計　⑤＋⑥
国のR4予備費分(通常分)

交付限度額④　（令和4年4月28日通知分の本省繰越分）
-                                                                                                        

今回配分予定額
国のR4補正予算分（通常分）（交付限度額①、②、③）

今回配分予定額
国のR4予備費分(通常分)（交付限度額④）

今回配分予定額
国のR4予備費分(重点交付金分)（交付限度額⑤）

既配分額
国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)（交付限度額⑨、⑩）

202,200                                                                                               

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)
交付限度額⑧　（令和5年○月○日通知分）

小計　交付限度額⑦＋⑧

国のR4予備費分(低所得世帯支援枠分)
事務費　交付限度額⑩　（令和5年○月○日通知分）

3,791                                                                                                  
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Ｂ１ Ｂ２

交付対象経
費

国のR4予算
分（交付限
度額①、
②、③）

国のR4予算
分（交付限
度額④）

Ｂ３'
国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

Ｂ３''
国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

Ｂ４’
国のR4予算
分（交付限
度額⑦、

⑧）

Ｂ４’’
国のR4予算
分（交付限
度額⑨、

⑩）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

交付金の区分

重
点
交
付
金

通
常
交
付
金

成果目標（可能な限り定量的
指標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広
報紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

基金
特定事業者等

支援
種類

Ｂ４

Ｎｏ

国
の
予
算
年
度

対象外
経費に
臨時交
付金を
充当し
ていな

い

事業
始期

予算区分
交付対象事
業の名称

コロナ禍
において
原油価

格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支

援

Ｂ

検査促進枠
の地方負担
分に充当

事業
終期

補
助
・
単
独

所
管 ⑨を選択した場合、より効果がある

と考える理由
総事業費

Ｃ Ｄ
事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

経済対策との関係

低所得世
帯支援枠
を活用す
る事業

コロナ感染
症への対応
として必要

な事業

Ｂ３
個人を対象と
した給付金等

9 R4 単 ○ －

原油価格・
物価高騰対
策地域公共
交通事業者
支援事業

－ ○ ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○

⑧地域公共交
通や地域観光
業等に対する

支援

1,531 766 766 765 

①コロナ禍における原油価格の高騰により経営が圧迫されてい
るタクシー事業者に対して、上昇した燃料費相当額の一部を支
援することで地域公共交通の安定的な供給を図る。
②補助対象経費：燃料上昇単価×各月の使用量実績（ただし、Ｌ
Ｐガス車は国の燃料高騰激変緩和対策事業による支援額を控
除）
　補助対象期間：令和5年4月～令和5年9月
　補助率：補助対象経費の1/2
　※ただし、島根県の方針変更による給付単価設定がされた場
合は、同様の趣旨の給付金として執行する。
③　【ＬＰガス車】平均単価差見込18.8円×使用量見込（6月）
2,598.6Ｌ×46台＝2,247,269円
〈国補助額〉使用量見込（6月）2,598.6Ｌ×補助単価8円×46台＝
956,285円
2,247,269円－956,285円＝1,290,984円
【ガソリン車】平均単価差見込13.1円×使用量見込（6月）2,598.6
Ｌ×49台＝1,668,041円
【軽油】平均単価差見込13.4円×使用量見込（6月）2,598.6Ｌ×3
台＝104,463円
　合計3,063,488円×1/2≒1,531千円
　※県補助金765千円充当
④市内タクシー事業者（市内に本社又は営業所を有する一般乗
用旅客自動車運送事業者）

－ － － － R5.9 R6.3
補助金執行率70％を達成すること
で、物価高騰の影響を受けている
事業者の更なる負担軽減を図る

HP R5補正（地）

10 R4 単 ○ －

原油価格・
物価高騰対
策応援金支
給事業（障
がい福祉
サービス施
設）（通常
分）

○ － ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○ － 4,050 4,050 4,050 

①コロナ禍における原油価格・物価高騰の影響により、運営に係
る負担が増加している市内障がい福祉サービス施設に対し、応
援金を支給し施設の安定的な運営を図る。
②応援金
③島根県が実施する応援金の1/2の額
（1）入所系（定員30人以上50人未満）　360千円×2施設＝720千
円
（2）グループホーム　120千円×27棟＝3,240千円
（3）通所系　60千円×45施設＝2,700千円
（4）訪問系　60千円×16施設＝960千円
（5）その他　60千円×44施設＝2,640千円
事務費（郵便料）19千円
　合計10,279千円のうち通常分として4,050千円
④障がい者福祉サービス施設

－ － － － R5.9 R6.3
応援金執行率100％を達成するこ
とで、物価高騰の影響を受けてい
る事業者の更なる負担軽減を図る

HP R5補正（地）

11 R4 単 ○ －

原油価格・
物価高騰対
策応援金支
給事業（障
がい福祉
サービス施
設）（重点交
付金分）

－ ○ ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○

⑤医療・介護・
保育施設、学校
施設、公衆浴場
等に対する物
価高騰対策支

援

6,229 6,229 6,229 

①コロナ禍における原油価格・物価高騰の影響により、運営に係
る負担が増加している市内障がい福祉サービス施設に対し、応
援金を支給し施設の安定的な運営を図る。
②応援金
③島根県が実施する応援金の1/2の額
（1）入所系（定員30人以上50人未満）　360千円×2施設＝720千
円
（2）グループホーム　120千円×27棟＝3,240千円
（3）通所系　60千円×45施設＝2,700千円
（4）訪問系　60千円×16施設＝960千円
（5）その他　60千円×44施設＝2,640千円
事務費（郵便料）19千円
　合計10,279千円のうち重点交付金分として6,229千円
④障がい者福祉サービス施設

－ － － － R5.9 R6.3
応援金執行率100％を達成するこ
とで、物価高騰の影響を受けてい
る事業者の更なる負担軽減を図る

HP R5補正（地）

12 R4 単 ○ －

原油価格・
物価高騰対
策応援金支
給事業（介
護施設・老
人福祉施設
等）

－ ○ ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○

⑤医療・介護・
保育施設、学校
施設、公衆浴場
等に対する物
価高騰対策支

援

19,766 19,766 19,766 

①コロナ禍における原油価格・物価高騰の影響により、運営に係
る負担が増加している介護施設・老人福祉施設に対し、応援金
を支給し施設の安定的な運営を図る。
②応援金
③島根県が実施する応援金の1/2の額
（1）入所系（定員30人未満）　240千円×2施設＝480千円
（2）入所系（定員30人以上50人未満）　360千円×4施設＝1,440
千円
（3）入所系（定員50人以上100人未満）　540千円×15施設＝
8,100千円
（4）入所系（定員100人以上）　720千円×1施設＝720千円
（5）入所系（1ユニット）　120千円×2施設＝240千円
（6）入所系（2ユニット）　240千円×6施設＝1,440千円
（7）通所系　60千円×53施設＝3,180千円
（8）訪問系　60千円×69施設＝4,140千円
事務費（郵便料）26千円
　合計19,766千円
④介護施設・老人福祉施設等

－ － － － R5.9 R6.3
応援金執行率100％を達成するこ
とで、物価高騰の影響を受けてい
る事業者の更なる負担軽減を図る

HP R5補正（地）

13 R4 単 ○ －

原油価格・
物価高騰対
策応援金支
給事業（保
育施設）

－ ○ ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○

⑤医療・介護・
保育施設、学校
施設、公衆浴場
等に対する物
価高騰対策支

援

3,240 3,240 3,240 

①コロナ禍における原油価格・物価高騰の影響により、運営に係
る負担が増加している市内保育施設に対し、応援金を支給し施
設の安定的な運営を図る。
②応援金
③島根県が実施する応援金の1/2、同額、2倍の額
（1）定員60人未満　60千円×10施設＝600千円
（2）定員60人以上100人未満　120千円×14施設＝1,680千円
（3）定員100人以上　240千円×4施設＝960千円
　合計3,240千円
④保育施設

－ － － － R5.9 R6.3
応援金執行率100％を達成するこ
とで、物価高騰の影響を受けてい
る事業者の更なる負担軽減を図る

HP R5補正（地）

14 R4 単 ○ －

原油価格・
物価高騰対
策応援金支
給事業（医
療機関等）

－ ○ ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○

⑤医療・介護・
保育施設、学校
施設、公衆浴場
等に対する物
価高騰対策支

援

15,778 15,778 15,778 

①コロナ禍における原油価格・物価高騰の影響により、運営に係
る負担が増加している市内医療機関等に対し、応援金を支給し
施設の安定的な運営を図る。
②応援金
③島根県が実施する応援金の1/2の額（加算に対しては1/10）
（1）病院、診療所（有床）　120千円×7施設＝840千円
・病床加算　5千円×905床＝4,525千円
・救急機能告示加算　1千円×365床＝365千円
・救命救急センター加算　2千円×365床＝730千円
（2）診療所（無床）、歯科診療所　120千円×59施設＝7,080千円
（3）調剤薬局、助産所　60千円×37施設＝2,220千円
事務費（郵便料）18千円
　合計15,778千円
④医療機関等

－ － － － R5.9 R6.3
応援金執行率100％を達成するこ
とで、物価高騰の影響を受けてい
る事業者の更なる負担軽減を図る

HP R5補正（地）

15 R4 単 ○ －

原油価格・
物価高騰対
策子育て世
帯応援給付
金給付事業

－ ○ ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○

②エネルギー・
食料品価格等
の物価高騰に

伴う子育て世帯
支援

111,860 111,860 111,860 

①コロナ禍における原油価格・物価高騰の影響により、経済的
負担が増加している子育て世帯に対し、応援給付金を給付し生
活の安定を図る。
②応援給付金
③【対象者】（1）平成17年4月2日から令和5年10月1日までの間
に出生し、令和5年10月1日現在、浜田市に住民登録のある児童
を養育している者
（2）令和5年10月2日から令和6年3月31日までの間に出生し、出
生時に浜田市に住民登録をした児童を養育している者
【給付額】対象児童1人当たり15千円
・給付金15千円×対象児童見込人数7,100人＝106,500千円
・消耗品費10千円
・印刷製本費396千円
・郵便料768千円
・システム構築委託料4,186千円
　合計111,860千円
④18歳以下の児童を養育している者

－ － ○ － R5.9 R6.3

応援給付金執行率100％を達成す
ることで、物価高騰の影響を受け
ている子育て世帯の更なる負担軽
減を図る

HP R5補正（地）

16 R4 単 ○ －
畜産経営緊
急支援事業

－ ○ ○
④-Ⅱ．エネルギー・
原材料・食料等安定

供給対策
○

⑥農林水産業
における物価
高騰対策支援

684 684 684 

①コロナ禍における原油価格の高騰等により配合飼料及び輸入
粗飼料の価格高騰が続き、経営を圧迫されている市内畜産農家
に対して緊急的に支援を行うことで、事業継続を図る。
②補助対象経費：配合飼料、輸入粗飼料購入に要する費用につ
いて、基準価格（配合飼料76,165円/t、輸入粗飼料64,908円/t）
を超えた額
　補助率：補助対象経費の1/2
　算定対象期間：令和5年1月1日～令和6年3月31日
③【配合飼料】各月平均基準価格超見込額23,596円/t×1/2×
必要量0.003t/頭・日×17頭×456日≒275千円
【輸入粗飼料】各月平均基準価格超見込額15,072円/t×1/2×
必要量0.007t/頭・日×17頭×456日≒409千円
④繁殖牛5頭未満の市内小規模畜産農家　計9戸

－ － － － R5.9 R6.3

対象畜産農家からの補助金申請
率70％を達成することで、飼料価
格高騰の影響を大きく受けている
畜産農家の事業安定化を図る

HP R5補正（地）

17 R4 単 ○ －
畜産業輸入
貨物支援事
業

－ ○ ○
④-Ⅱ．エネルギー・
原材料・食料等安定

供給対策
○

⑥農林水産業
における物価
高騰対策支援

2,500 2,500 2,500 

①新型コロナウイルス感染症を背景とする海上運賃の高騰や、
物流の2024年問題の影響を受けている畜産事業者に対して、飼
料貨物の輸入に対する支援を行う。このことにより、浜田港を利
用している畜産事業者の飼料高騰要因の負担軽減を図るととも
に、浜田港の貨物量の維持・増加に努め、もって国際定期コンテ
ナ航路の維持に努める。
②浜田港振興会が実施する畜産事業者への飼料貨物の輸入に
対する補助の一部を負担
③（1）牧草1TEU当たり40千円　上限額3,000千円
（2）稲わら1TEU当たり8千円　上限額2,000千円
合計5,000千円（島根県1/2負担）
④浜田港振興会

－ － － － R5.4 R6.3

補助金の執行率70％を達成するこ
とで、浜田港利用事業者の継続的
かつ安定的な浜田港利用に繋げ
る

HP R5補正（地）
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Ｂ１ Ｂ２

交付対象経
費

国のR4予算
分（交付限
度額①、
②、③）

国のR4予算
分（交付限
度額④）

Ｂ３'
国のR4予算
分（交付限
度額⑤）

Ｂ３''
国のR4予算
分（交付限
度額⑥）

Ｂ４’
国のR4予算
分（交付限
度額⑦、

⑧）

Ｂ４’’
国のR4予算
分（交付限
度額⑨、

⑩）

国庫補助額

その他
（一般財源
や補助対象
外経費等）

交付金の区分

重
点
交
付
金

通
常
交
付
金

成果目標（可能な限り定量的
指標を設定）

地域住民への周知方法（HP,広
報紙など）

参考資料

備考①
（地方単独事業に関
連している国庫補助
事業がある場合、そ
の国庫補助事業名と

所管省庁名）

基金
特定事業者等

支援
種類

Ｂ４

Ｎｏ

国
の
予
算
年
度

対象外
経費に
臨時交
付金を
充当し
ていな

い

事業
始期

予算区分
交付対象事
業の名称

コロナ禍
において
原油価

格・物価
高騰等に
直面する
生活者や
事業者に
対する支

援

Ｂ

検査促進枠
の地方負担
分に充当

事業
終期

補
助
・
単
独

所
管 ⑨を選択した場合、より効果がある

と考える理由
総事業費

Ｃ Ｄ
事業の概要(①②③④を必ずそれぞれの項目毎に明記)
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

経済対策との関係

低所得世
帯支援枠
を活用す
る事業

コロナ感染
症への対応
として必要

な事業

Ｂ３
個人を対象と
した給付金等

18 R4 単 ○ －

指定管理施
設光熱費高
騰対策支援
事業

－ ○ ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○

⑨推奨事業メ
ニューよりも更
に効果があると

考える支援

直接住民の用に供する施設である指定
管理施設における光熱費高騰の支援を
行うことで、安定的な施設の運営を図る
ため

50,000 50,000 50,000 

①コロナ禍における原油価格高騰の影響を受けている公の施設
の指定管理者に対して、光熱費高騰分の一部を支援することに
より、光熱費高騰の影響を利用料などに転嫁することなく、これ
までどおり利用していただくことで、指定管理施設の安定的な運
営を図る。
②光熱費高騰分に相当する指定管理料
③R5光熱費実績額とR3光熱費実績額または協定上の光熱費計
上額のいずれか高い額との差額（対象施設数34施設、総額
50,000千円の見込み）を指定管理料に上乗せして支援する。な
お、実績額に応じて精算を行う。
※総額50,000千円の積算
（株）中国電力が示す光熱費高騰率117％を用い、令和5年度の
指定管理施設の年間光熱費を290,000千円と見込み、令和3年
度の実績額200,000千円との差額90,000千円が増額となるよう
見込んでいる。そのうちの40,000千円は増収や経費節減等によ
り対応可能である旨、指定管理事業者への事前聞き取りで確認
しているため、残りの50,000千円が負担増となる見込みである。
④光熱費負担のある指定管理施設

－ － － － R5.12 R6.3

事業費の執行率70％以上を達成
することで、指定管理者の負担軽
減を図り、施設の安定的な運営を
図る

HP R5補正（地）

19 R4 単 ○ －
特殊詐欺撃
退機器配布
事業

－ ○ ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○

③消費下支え
等を通じた生活

者支援
1,425 1,425 1,425 

①特殊詐欺被害は社会問題化しており、当市においても高齢者
を中心に多くの被害が発生している。このような被害を防ぐこと
及び防犯意識を高めることを目的とし、高齢者世帯を対象に電
話録音機能を備えた防犯機器を配布する。また、コロナ禍におい
て物価高騰に直面する高齢者世帯に対して防犯機器の配布を
行い、防犯対策に必要な経費の負担を軽減し、被害も少なくして
いくことで、消費の下支えを行っていく。
②特殊詐欺撃退機器購入経費
③特殊詐欺撃退機器550円×2,000台＝1,100千円、機器配送料
520円×200回＝104千円、広報紙配送料221千円
④65歳以上の独居及び65歳以上のみの複数世帯

－ － － － R5.4 R6.3
事業費の執行率70％以上を達成
することで、消費の下支えや特殊
詐欺被害の防止に繋げる

HP R5補正（地）

20 R4 単 ○ －

原油価格・
物価高騰対
策地域公共
交通事業者
支援事業
（下半期分）

－ ○ ○
④-Ⅰ．原油価格高

騰対策
○

⑧地域公共交
通や地域観光
業等に対する

支援

2,098 1,049 1,049 1,049 

①コロナ禍における原油価格の高騰により経営が圧迫されてい
るタクシー事業者に対して、上昇した燃料費相当額の一部を支
援することで地域公共交通の安定的な供給を図る。
②補助対象経費：燃料上昇単価×各月の使用量実績（ただし、Ｌ
Ｐガス車は国の燃料高騰激変緩和対策事業による支援額を控
除）
　補助対象期間：令和5年10月～令和6年3月
　補助率：補助対象経費の1/2
　※ただし、島根県の方針変更による給付単価設定がされた場
合は、同様の趣旨の給付金として執行する。
③　【ＬＰガス車】平均単価差見込13.0円×使用量見込（6月）
2,598.6Ｌ×53台＝1,790,435円
〈国補助額〉使用量見込（6月）2,598.6Ｌ×補助単価6.8円×53台
×3月/6月＝468,268円
1,790,435円－468,268円＝1,322,167円
【ガソリン車】平均単価差見込20.9円×使用量見込（6月）2,598.6
Ｌ×50台＝2,715,537円
【軽油】平均単価差見込20.7円×使用量見込（6月）2,598.6Ｌ×3
台＝161,373円
　合計4,199,077円×1/2≒2,098千円
　※県補助金1,049千円充当
④市内タクシー事業者（市内に本社又は営業所を有する一般乗
用旅客自動車運送事業者）

－ － － － R5.12 R6.3
補助金執行率70％を達成すること
で、物価高騰の影響を受けている
事業者の更なる負担軽減を図る

HP R5補正（地）


